
①人手不足分野や成長産業の労働力確保（喫緊の課題）

②人手不足解消に向けた労働生産性の向上（長期的な課題）

福井県 総括表

(1)人口：約76.７万人(R2年総務省人口推計、生産年齢人口43.7万人(H29年比▲2.0％)、
老年人口23.5万人(H29年比＋1.0％)、年少人口9.5万人(H29年比▲6.0％))

(2)主要産業構成：製造業(就業者数21.6％)、卸売・小売業(就業者数15.4％)、医療・福祉(就業者数13.4％)※Ｈ30年
(3)経済状況：県内総生産3.45兆円(前年比+3.1%)、製造業生産量0.83兆円(前年比＋1.1％)、

卸売・小売業生産量0.34兆円(前年比＋1.8％) 医療・福祉生産量0.26兆円(前年比＋3.5％) ※H30年
(4)雇用情勢：有効求人倍率1.87倍(前年同月比+19％)、正社員有効求人倍率1.67倍（前年同月比＋24％）

有効求職者数10,167人(前年同月比▲5.2％)、有効求人数20.543人(前年同月比＋14.4％) ※R3.11月現在
(5)総合戦略等で重点的に取り組んでいる産業政策・雇用政策
・産業人材の県内定着、UIターン者の拡大、若者に魅力ある仕事の創出などを基本戦略とした「第2期ふくい創生・人口
減少対策戦略」を策定（R2.7月）し、県内企業の人材の確保・育成や技術革新、新分野等への事業展開を促進している。

福井県概要

地域における課題と現状

①労働移動・労働環境改善
②労働生産性の高い産業への展開

（製造業、医療・福祉、情報通信業）

・若者求職者

・ＵＩＪターン・移住者

・高度人材

①②きめ細やかな就職・定着支援（ＡＢＣ） ①②労働環境の改善（Ａ）

②技術力を有する人材の育成（ＡＢ） ②労働生産性の向上支援（ＡＢＣ）

必要な支援策

課題

＜企業・事業主＞ ＜求職者・労働者＞



人手不足解消に向けた生産性向上支援事業

経済成長を担う人材の確保と
定着

事業テーマ

【事業規模】
事業費：2.3億円（①0.76億円、②0.76億円、③0.76億円）

【事業効果】
雇用創出：240人（①75人、②80人、③85人）

事業規模・事業効果

□専門家(社労士等)による人材受入れ体制づくりを
支援
□専門家チームによるＤＸ推進の社内プロジェクト
策定・実行を伴走支援
□長く働き続けられる在留資格を有する外国人材の
定着、雇用に積極的な企業を支援
□ヘルスケア製品開発・販路開拓に関する伴走支援
□専門家等による開業に関する指導から販路開拓、
人材確保までを一気通貫で支援
□労働環境改善に取り組む企業を支援(県独自事業)
□在職者のスキルアップ、リカレント教育を支援
(県独自事業)

A：企業・事業主向け支援

□職業訓練と正規就労を前提としたトラ
イアル就労の機会を提供、スキルアッ
プした求職者の正規就労までをフォロー
アップ(県独自事業)
□ＩＴ養成スクールの開講、県内に就職
するＤＸ人材を育成(県独自事業)

B：求職者・労働者向け支援

□人材紹介事業者との連携によ
りマッチング支援(県独自事業)
□県内企業との交流会や企業見
学会等を実施(県独自事業)
□企業や医療・福祉現場、求職
者とのセミナーを開催

C：就職促進支援

・新分野展開や生産性向上、DX推進を図りたいが、ITや
マネジメントに長けた人材確保に苦慮（製造業事業者）

・外国人材を受け入れたいが、慢性的な人材不足のため、
教育体制や援助体制が整わない。(介護事業者)

・進学等を機に都市圏への若者の流出を抑制するため、地域
の活力を高め、産業の新陳代謝促進が重要（商工団体）

・介護施設の人材不足解消、労働環境改善のため、負担軽減
につながる製品開発の促進が必要(県老人福祉施設協議会)

地域の関係者からの意見・要望・提案等

ふくいプロフェッショナル
人材総合戦略拠点

福井暮らすはたらく
サポートセンター

（公財）ふくい産業支援
センター

人材確保支援センター

＜連携できる主な支援＞

・企業課題を分析し解決策を提示

・人材マッチング支援 等

＜連携できる主な支援＞

・中小企業診断士等による助言

・在職者へのスキルアップ訓練

・各種ＩＴ投資補助金提供 等

＜連携できる主な支援＞

・求人情報提供

・人材マッチング実施

・UIJターン合同説明会開催 等

＜連携できる主な支援＞

・求職者に対する適職診断

・人材採用セミナー開催

・人材マッチング実施 等

製造業（繊維工業、眼鏡製造業）
医療・福祉、情報通信業

戦略的雇用創造分野


